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サイボウズ株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：青野慶久、以下サイボウ

ズ）は、建設業従事者（現場責任者・経営・管理職など）を対象に、現在の業務効率化の

実態に関する調査を実施しました。時間外労働の上限規制施行による「2024 年問題※2」

から 2 年。法制度対応は進行している一方で、実務レベルでの変化はどこまで及んでいる

のか。事務作業の時間や業務量の変化、手戻りの要因や ITツール導入と活用進捗など、建

設業界における業務効率化の実態を調査いたしました。調査では、63.6％の建設業従事者

が「現場情報の一元化で手戻りが減ると思う」と回答しており、情報の集約・共有基盤の

整備が、業務の正確性と効率性の両立に向けた重要な論点となり得ることが示唆されま

す。 
※1：必要な情報の所在がわからない状態 

※2：2024 年 4 月施行「働き方改革関連法」時間外労働の罰則付き上限規制（原則・月 45 時間、年 360 時間）の適用により生じた

諸問題 

 

■調査結果サマリ 

1. 建設業従事者の約 6 割が、2024 年の残業規制導入前と比べて「事務作業の量は変わっ

ていない」と回答（60.3％） 

2. 2 人に 1 人が、事務作業に「1 日 2 時間以上」費やしていると回答（54.4％） 

3. 46.7％が月 1 回以上の手戻りを経験。手戻りの要因最多は「口頭・電話のみの指示」 

4. 建設業従事者の 3 人に 2 人が、必要な情報を「誰が持っているかわからない」「どこ

にあるかわからない」という「情報迷子※1」状態に（63.7％） 

5. 5 割以上が、「事務作業の負担」や「情報の伝達ミス」は「ミスの発生」「働き方改

革への対応限界」「若手離職」「工期遅延」に影響すると回答 

6. ITツールを導入している建設業従事者（n=499）のうち、42.5％が「現場への定着が

不十分」 

7. 建設業従事者の 63.6％が、「現場情報の一元化で手戻りが減ると思う」と期待 

 

―サイボウズ「建設業界における業務効率化の実態調査」― 

建設業従事者の約６割が「情報迷子※1」 
情報の一元化で手戻り削減に期待（63.6%） 
2024年問題から 2年、事務負担の軽減には課題が残る 

事務負担・情報伝達ミスは若手定着・工期遅延への影響が懸念される 



 

■主な調査結果 

１. 建設業従事者の約 6 割が、2024 年の残業規制導入前と比べて「事務作業の量は変わっ

ていない」と回答 

2024 年（残業規制導入前）と比較し、現在の事務作業の全体量がどう変化したかという問

い（単一回答・n=1000）に対して、建設業従事者の 60.3％が「特に変化はない」と回答

しました。「減った＋どちらかと言うと減った」との回答は計 26.1％にとどまり、事務負

担の削減は依然として伸び悩んでいる実態が示唆されます【図 1】。 

 

事務作業で非効率が発生する原因について、最も根本的な原因を一つ選んでもらったとこ

ろ（単一回答・n=1000）、建設業従事者の 20.6％が「担当者が少なく、一人に業務が集

中している（属人化）」、同時に 17.3％の方が「慢性的な人員不足」が原因であると回答

しました【図 2】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２. 建設業従事者の 2 人に 1 人が、「1 日 2 時間以上」※3を事務作業に費やしていると回

答。現場責任者では“二重入力”負担も顕在化 

「事務作業（例：書類作成、写真整理、図面確認、連絡、報告など）」に費やす時間を尋

ねたところ（単一回答・n=1000）、建設業従事者の 2 人に 1 人（54.4％）が「1 日 2 時間

以上」※3と回答し、一定の比重を占めている実態がうかがえます【図 3】。 
※3：残業中の時間も含めた、1 日全体の合計 



 

なお、事務作業において現在負担に感じている業務について尋ねたところ（複数回答※4）

特定の業務に負担が集中しているというよりも、複数の業務負担が拮抗して存在している

実態がうかがえました【図 4】。その中でも、上位項目は「関係各所からバラバラでくる

確認や催促の電話等」が 31.5%でトップとなっており、「手書きのメモやデータを Excel

等へパソコンで打ち直す」いわゆる"二重入力"も 29.6%と同水準で続いています。 

 

さらに役職別に見ると、「手書きのメモやデータを、Excel 等へパソコンで打ち直す」と

回答した割合は、作業所長・現場代理人・監理技術者などの現場責任者が 38.7％

（n=261）、経営・部長職以上の管理職が 26.7％（n=150）となり、現場責任者が 12 ポ

イント上回りました。 
※4：本設問は、現場で複数の業務負担が同時に発生している実態を踏まえ、複数回答（MA）の結果を用いて分析しています。 

 

３. 46.7%が月 1 回以上の手戻りを経験。手戻りの要因最多は「口頭・電話のみの指示」 

現場の作業をやり直す手戻りの発生頻度について伺うと（単一回答・n=1000
※5
）、建設

業従事者の 46.7％が「月 1 回以上の手戻り」を経験していると回答しました。 

 

また、その要因について伺うと（複数回答・n=724）、「指示・連絡が口頭や電話のみで

行われ、内容が正確に伝わらないこと」が 43.9％と、最も多い結果となりました。 

次いで「承認や確認の返答を待つ間に、作業が止まること」が 29.6％、「必要な情報が複

数の手段（紙・メール・データベースなど）に分散していて、すぐに見つけられないこ

と」が 25.4％と、口頭伝達だけでなく、承認待ちの時間ロスや情報の散在も手戻りの主要

な要因となっている実態がうかがえます【図 5】。 
※5：1 か月の発生頻度について、直近 3 か月の平均を回答 

 

 

 



 

 

４. 建設業従事者の 3 人に 2 人が、必要な情報を「誰が持っているかわからない」「どこ

にあるかわからない」という「情報迷子※1」状態。 

仕事上で必要な情報が「誰が持っているかわからない」「どこにあるかわからない」と感

じるかを尋ねたところ（単一回答・n=1000）、63.7％が「ある（よくある＋たまにあ

る）」と回答しました【図 6】。半数以上の建設業従事者が、仕事に必要な情報が一元化

されておらず、情報が散らばっている現状を課題として感じる「情報迷子」の状態にある

と解釈できます。  



 

５. 「事務作業の負担」や「情報の伝達ミス」が引き起こすリスク——５割以上が「ミスの

発生」「働き方改革への対応限界」「若手離職」「工期遅延」に影響すると回答 

「事務作業の負担」や「情報の伝達ミス」が引き起こすリスクについて聞きました（単一

回答・n=1000）。「影響する（非常に影響する＋ある程度影響する）」回答では、1 位

「ミスの発生（60.8%）」のほか、「働き方改革（上限規制）への対応限界（52.4％）」

「顧客・施主との信頼関係の悪化や、対応品質の低下（51.9％）」、「若手社員の離職

（51.4%）」、「工期遅延の発生（50.9％）」といった項目でも過半数を超える結果とな

りました【図 7】。 

 

このことから、事務負担や情報伝達ミスの増大は、業務上の「ミスの発生」にとどまら

ず、多面的なリスクにつながり得ることがうかがえます。  

 

６. IT ツールを導入している建設業従事者のうち、42.5％が「現場への定着が不十分」と

回答。 

事務作業の効率化を目的とした ITツールやアプリの活用状況について尋ねたところ（単一

回答・n=1000）、「導入し、活用している」は 21.6％にとどまり、「導入しているが、

十分活用できていない」が 28.3％でした。 

 

さらに、ITツール導入者（n=499）に「事務作業の効率化における現在の課題」を聞くと

（複数回答）、「ツールの活用が現場にまだ十分に定着していない」が 42.5％と最も多

く、次いで「情報の一元管理・集約という面では、まだ改善の余地がある」が 29.1％と続

きました【図 8】。導入後も現場への定着と情報集約が課題として残っていることがうか

がえます。 



 

 

７. 現場情報の一元化に期待高まる。建設業従事者の 63.6％が、「現場情報の一元化で手

戻りが減ると思う」と回答 

「情報が一か所に集約されれば手戻りの削減につながるか」尋ねたところ（単一回答・

n=1000）、63.6％が「そう思う（とても思う＋ある程度思う）」と回答しました【図

9】。多くの回答者が、情報の散在や確認のしづらさが手戻りの一因になっていると認識し

ていることがうかがえます。 

 

 



 

■調査概要 

調 査 主 体：サイボウズ株式会社 

調 査 名 称：建設業界における業務効率化の実態調査（2026 年） 

調 査 対 象：建設業の従事者（工務店・リフォーム会社・ハウスメーカー、ゼネコン、専門

工事業※6の従事者、および従業員数 6 名以上企業の従事者） 
※6：電気、管、塗装、内装、足場など、特定の分野の工事を専門に請け負う 

有効回答者数：1000 名 

調 査 期 間：2026 年 3 月 27 日〜2026 年 3 月 31 日 

調 査 手 法：インターネット調査 

実査委託先：楽天インサイト株式会社 

 

■引用について 

引用いただく際は出所の明示をお願いいたします。 

サイボウズ『建設業界における業務効率化の実態調査（2026 年）』 

 

■kintone とは 

製品サイト：https://kintone.cybozu.co.jp/ 

東証プライム上場企業の 46%を含む、40,000社以上が利用しているサイボウズのノーコ

ード・ローコードツール。ITの知識がなくても自社の業務に合わせたアプリを作成で

き、日々変化する業務にあわせた改良も簡単に素早くできます。主な機能として「データ

ベース＋ワークフロー＋コミュニケーション」の特性があり、顧客管理、出張申請、業務

日報など幅広い用途で活用できるため、現場主導の継続的な業務改善を実現します。 

 

 

報道関係者様からのお問い合わせ先 

サイボウズ株式会社 広報 

〒103-6027 東京都中央区日本橋 2-7-1 東京日本橋タワー 27 階 

TEL: 03-6757-1250 / MAIL: pr@cybozu.co.jp 

 

 

※商標・著作権表示に関する注記については、こちらをご参照ください。  
https://cybozu.co.jp/logotypes/trademark/ 
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